
 

 

広島県内航空消防応援協定書 

 

広島市を甲とし、福山市を乙として、甲乙両当事者は、消防組織法（昭和２２年法律第２

２６号）第３９条の規定に基づき、甲の所有する回転翼航空機（以下「航空機」という。）を

用いた災害の応援について、次のとおり協定を締結した。 

（目的） 

第１条 この協定は、乙の区域内において発生した災害に甲は、航空機を活用して応援する

ことにより、災害による被害の軽減を図ることを目的とする。 

（対象とする災害） 

第２条 この協定の対象とする災害は、消防組織法第１条に規定する水火災又は地震等の災

害で、航空機の特性を十分に発揮することができ、かつ、その必要性が認められる災害と

する。 

（運営経費の負担） 

第３条 乙は、甲の航空機を活用することに対し、航空機の運営に要する経費を負担するも

のとする。 

（運航の基準） 

第４条 航空機による災害の応援要請その他運航について必要な事項は、別に定める「広島

県航空消防の運航に関する要綱」によるものとする。 

（航空機の指揮） 

第５条 乙の要請に基づく航空機の運航の指揮は、乙の長又は消防長が航空機の長に対して

行うものとする。 

２ 航空機の長は、航空機運航上、気象条件が運航に適しない場合又は航空機の性能限界を

こえる場合等支障があると認めるときは、前項の規定にかかわらず、必要な措置をとるこ

とができる。 

（応援経費の負担） 

第６条 航空機の応援に要する経費の負担は、次の各項に定めるところによるものとする。 

２ 応援中に発生した事故の処理に要する経費で次に掲げる経費は、要請した乙の負担とす

る。ただし、甲の重大な過失により発生した損害は、甲の負担とする。 

 ⑴ 土地、建物、工作物等に対する補償費 

 ⑵ 一般人の死傷に伴う損害補償 

３ 前項に定める乙の負担額は、航空保険により支払われる金額を控除した額とする。 

４ 前各項に定める経費以外の諸経費については、その都度甲及び乙が協議して定めるもの

とする。 

（協定期間） 

第７条 この協定の有効期間は、協定施行の日から平成３０年３月３１日までとする。 

ただし、協定期間の満了する日までに、甲又は乙からなんらの意思表示がないときは、協

定の有効期間は更に１年間延長されるものとし、その後も同様とする。 

（疑義の解決） 

第８条 この協定に定める事項に疑義が生じた場合又はこの協定に定めのない事項で必要が

ある場合は、甲及び乙が協議して定めるものとする。 



 

 

 この協定の締結を証するため、協定書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自その１

通を所持するものとする。 

 

附 則 

１ この協定は、平成２９年９月１日から施行する。 

２ 広島県内航空消防応援協定書（平成１８年４月１日施行）は、この協定の施行の日の前

日をもって廃止する。 

３ 航空機による応援については、広島県内広域消防相互応援協定書（平成２９年６月１日

施行）は、適用しない。 

 

  平成２９年９月１日 

 

      甲 広島市 

        代表者  広島市長  松井 一實 

 

 

      乙 福山市 

        代表者  福山市長  枝廣 直幹 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


